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平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

計 画 給 水 人 口 160

現 在 給 水 人 口 67法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法非適用企業

別添１－２

事業の現況

　　　　永山簡易水道料金

　　※計算方法　16㎥以上の場合（2,100円＋250円×超過量㎡）×1.08（10円未満切捨）

1.812

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 40.8

施 設 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

0.622

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 57 　年 7 月 1 日

管 路 延 長

水 源

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 49 ㎥／日

　職員数　：　環境課　環境衛生係　2名　（環境課環境衛生係長　1名　係員1名）

　事業運営組織　：　環境課環境係において、永山簡易水道を運営している。

平 成 26 年 4 月 1 日

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

吉野ヶ里町簡易水道事業経営戦略

団 体 名 ： 佐賀県　吉野ヶ里町

事 業 名 ： 簡易水道事業

有 収 水 量 密 度

1

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強
会の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により
実施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

料金収入の見通し

　　給水世帯が少ないため、施設費や維持費路一戸あたりに換算すると割高になる。一方町内世帯の大部分は、佐賀東部水道企業団からの
供給を受けており、永山簡易水道においてもその料金に準じた料金体制で運営している。
　　給水人口及び水需要が減少傾向を示しているため、料金収入も減収していくものと見込まれる。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　　現体制は、環境課環境衛生係２名体制で運営している。

水需要の予測

施設の見通し

　　給水人口の推移を見ると、山間部であり、世帯減少が進んでおり、今後の増加は見込まれない。

これまでの主な経営健全化の取組

・民間活用の状況について
　検針業務、配水池清掃委託、水道水質検査業務委託、減圧弁分解整備委託を民間業者に委託している。

・統廃合、広域化について
　町内世帯の大部分は、佐賀東部水道企業団からの供給を受けている。永山簡易水道においては、山間部にあり佐賀東部水道企業団との統廃合は、
費用対効果の面から見込まれない。

給水人口の予測

　吉野ヶ里町ホームページ内で経営比較分析表を公表している

http://www.town.yoshinogari.saga.jp/contents/1_10189.html

※経営比較分析表とは、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、吉野ヶ里町の経年比較や類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経
営の状況及び課題を明確かつ簡明に把握することが可能となるものである。

　　世帯の減少により、給水人口の減少が見込まれ、水需要は減少すると予測される。

組織の見通し

　　供用開始後３３年経過し、管路の耐用年数が４０年であるので、今後、管路の更新や施設の維持管理にかかる費用の増加が見込まれる。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　給水人口が減少し、水需要も減少する中で、水道料金の減収が予測される。持続的に安全で安定した水道水を供給し続けるため、上水道
（東部水道企業団）の料金改定に合わせて簡易水道料金の改定を検討していく。また、財政計画を策定し、計画的な維持管理及び安定した
経営を続けていく。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 　現在稼働している水道施設の長寿命化を図るため、適切な時期に施設更新を行う。

目 標
水需要の減少等により料金収入が毎年減収となり、一般会計繰入金で対応しているが適正に経営し収支の均
衡に努める。

②　収支計画のうち財源についての説明

　　現施設の経営規模では、民間委託しても経費等の削減は期待できないが、業務の効率化を図るため、様々な手法を検討していく。また、
今後現施設を適正に維持管理するための投資を、計画的に行えるよう、施設・設備の長寿命化計画を策定し、基幹改良を予定している。

　・水道料金収入の減収分については、一般会計繰入金で補填する。

　・管路の更新や今後施設の維持管理にかかる経費の増加が見込まれるため、漏水調査等を行い適正な維持管理に努める。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

施設の長寿命化を図るため更新計画等を策定し、投資の平準化を図っていく。

広 域 化
本町簡易水道は山間部に位置し、佐賀東部水道企業団との統合は地理的要件から広域化の予定は
ない。

料 金

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特になし。

基幹改良事業の財源として、簡易水道事業債を予定している。

不足する財源を一般会計繰入金で補う運営が続くものと思われる。

事業規模が小さいため、現時点での導入については検討していない。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

水需要の減少等により料金収入が毎年減収となるが、上水道の料金に準じた料金体制であるので、
簡易水道だけでの料金体系等の見直しが難しい状況である。

永山簡易水道は山間部に位置し、地形的条件等により、佐賀東部水道企業団と統合することが出来ず、施設・設備の合理化は期待できない。

　・委託料に関しては、検針業務、配水池清掃委託、水道水質検査業務委託を民間へ委託し、人件費の削減を図っているが、本町の事業規模が小さい
ため、包括的民間委託、指定管理制度等を導入しても、効果に期待が持てない。

　・修繕費に関しては、施設の老朽化に伴い年々増加してきている。
　
　・動力費に関しては、山間部に位置し自然流下にて行っているため、動力費は必要ないが、中間部に位置する減圧弁の定期点検により施設の延命化
に努める。
　
　・職員給与費に関しては、本町の給与制度により経費が算出されている。

繰 入 金

本町簡易水道は１施設のみであり、統合等の予定はない。

本町簡易水道は１施設のみであり、合理化等の予定はない。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

特になし。

そ の 他 の 取 組 基幹改良事業を行う場合は、国の補助金の活用など適切な財源確保に努めていく。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など
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③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　毎年度、実績と比較し、進捗管理（モニタリング）を実施し、現状に合わない部分については修正し
ていく。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

そ の 他 の 取 組

委 託 料

修 繕 費

水道使用者に対して、ホームページや広報誌により、簡易水道事業の財政状況を公表し、水道使用
者との相互理解を深める。

水道施設の適切な維持管理に努め、効率的な運用を図り、費用を抑制する。

本町の給与制度による。

簡易水道施設維持管理は職員で行い、経費の削減に努めている。

計画的な修繕工事を行い、突発的に発生する故障を未然に防ぎ、施設の延命化を図りながら全体の
修繕費の低減に努めていく。

動 力 費

職 員 給 与 費
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 2,268 2,044 2,641 2,664 2,364 2,414 2,467 2,518 2,569 2,624 3,002 3,379 3,639

（１） (B) 1,000 948 925 908 884 864 843 820 798 775 752 731 710

ア 1,000 948 925 908 884 864 843 820 798 775 752 731 710

イ (C)

ウ

（２） 1,268 1,096 1,716 1,756 1,480 1,550 1,624 1,698 1,771 1,849 2,250 2,648 2,929

ア 1,268 1,117 1,716 1,756 1,480 1,550 1,624 1,698 1,771 1,849 2,250 2,648 2,929

イ

２ (D) 2,344 2,138 2,641 2,664 2,364 2,414 2,467 2,518 2,569 2,624 3,002 3,379 3,639

（１） 2,344 2,138 2,641 2,664 2,364 2,414 2,467 2,518 2,569 2,624 2,675 2,725 2,775

ア 1,647 1,422 1,524 1,570 1,614 1,659 1,705 1,749 1,794 1,841 1,886 1,932 1,978

イ 697 716 1,117 1,094 750 755 762 769 775 783 789 793 797

（２） 327 654 864

ア 327 654 864

イ

３ (E) △ 76 △ 94

1 (F) 5,000 5,000 54,500 54,500 35,000 35,000

（１） 32,700 32,700 21,000 21,000

（２） 5,000 5,000

（３）

（４）

（５） 21,800 21,800 14,000 14,000

（６）

（７）

２ (G) 5,000 5,000 54,500 54,500 35,000 35,000

（１） 5,000 5,000 54,500 54,500 35,000 35,000

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

37年度 38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

37年度 38年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

(J) △ 76 △ 94

(K)

(L) 170 94

(M)

(N) 94

(O)

(P) 94

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 1,000 948 925 908 884 864 843 820 798 775 752 731 710

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1,268 1,117 1,716 1,756 1,480 1,550 1,624 1,698 1,771 1,849 2,250 2,648 2,929

1,268 1,117 1,716 1,756 1,480 1,550 1,624 1,698 1,771 1,849 2,250 2,648 2,929

5,000 5,000

5,000 5,000
1,268 1,117 1,716 1,756 1,480 1,550 1,624 6,698 6,771 1,849 2,250 2,648 2,929

100.0

37年度

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 96.8 95.6

赤 字 比 率 （ ×100 ）

100.0 100.0 100.0 100.0

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

36年度 38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

・管路更新については管路更新計画を作成し、計画
的な改修を行う必要がある。

・簡易水道事業の安定運営、事業継続のための経費
削減に努めるとともに、必要に応じて水道料金の見
直しを検討する必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

・簡易水道事業を開始して33年ほどが経過してい
る。これまで道路改良に伴う本管の一部改修、取水
口の改修は行ったものの、老朽化による改修は行っ
ていない。今後、大規模な改修が必要になると見込
まれる。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

342.86 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 該当数値なし 0.44 3,510 72 0.21

・収益的収支比率は100％前後の数値で推移してい
る。今後、老朽化等による施設等の改修も見込まれ
るため健全経営に努める必要がある。

・料金回収率は類団平均値を上回っているものの、
40％程度で推移しており、給水収入以外の収入（繰
入金）で賄われている状況である。必要に応じて料
金の見直しを検討する必要がある。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

369.36 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) －

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D4 16,248 43.99

経営比較分析表
佐賀県　吉野ヶ里町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.61 0.37 0.70 0.91 1.26

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 104.56 98.91 102.65 96.76 96.59

平均値 68.61 70.76 71.66 73.06 72.03

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)
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0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 1,442.51 1,496.15 1,462.56 1,486.62 1,510.14

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 39.95 39.78 48.25 42.66 44.34

平均値 33.30 33.01 32.39 24.39 22.67

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 527.66 493.43 350.35 371.30 343.01

平均値 526.57 523.08 530.83 734.18 789.62

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 29.88 33.76 40.22 39.69 39.13

平均値 50.66 51.11 50.49 48.36 48.70

65.00

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 85.35 87.00 88.25 88.94 88.81

平均値 74.13 74.16 74.21 75.24 74.96

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【75.51】 【1,242.90】

【75.27】【57.58】【524.69】【33.35】

【0.71】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


